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１．派遣先認知度調査結果



派遣先認知度調査 調査実施概要

調査⼿法 インターネット調査

エリア 全国

対象者条件 １．会社員（係⻑以上クラス）＋【勤務先従業員数】5⼈以上
２．公務員・団体職員

除外条件 ⼈材業界従事者

回収数 2,147ss 
(うち、派遣会社の選定担当者もしくは関与者 1,525s）

実査期間 2020年6⽉18⽇〜23⽇



①派遣先担当者の制度認知率

6割の派遣先担当者が優良派遣事業者認定制度について認知

2020年度

2019年度

制度の内容を
知っている

制度の名称を
知っている

制度の内容・名称
ともに知らない



②取引の際の認定取得有無の活⽤（制度認知者）

制度認知者の約6割が認定の取得を取引上の条件や参考にしている

26.8%

49.8%

21.5%

15.3%

63.2%

N=873（制度認知者）



②取引の際の認定取得有無の活⽤（制度理解者）

制度理解者の８割以上が認定の取得を取引上の条件や参考にしている

42.2%

65.1%

9.9%

4.9%

85.2%

N=384（制度理解者）



③派遣会社に重視する点

制度認知者が重視する点の多くは、認定基準チェックリストと合致



④今後の取引における認定取得の重視度

制度理解が進むほど、認定取得の重視度が⾼まる



２．申請要件について



申請要件



労働者派遣事業の許可・届出後、３年以上の事業実績があること

• 旧特定派遣事業者の免許で⾏われていた事業期間は通算できます

• 認定取得事業者から分社化された派遣事業者は、親会社から変更
届が出されていれば、事業実績期間が継続しているとみなします。

変更届
（認定済事業者専⽤サイトから申請）

分社化された⼦会社は３年待
たずにすぐに認定申請が可能



認定⽇の属する⽉の前⽉から遡る12か⽉間において、違法な法定
時間外労働及び休⽇労働がないこと

※労働基準法における法定時間外労働の上限
■原則 ⽉45時間 年間360時間
■臨時的な特別の事情があり、労使で合意する場合

①年間720時間以内
②複数⽉平均80時間以内（休⽇労働を含む）
③⽉100時間未満（休⽇労働を含む）

※⽉45時間を超えることができるのは年6回まで
■例外業務

建設事業、⾃動⾞運転の業務、医師、新技術・新商品の研究開発業務



３．チェックリストについて



今年度変更があったチェック項⽬

提供が義務付けられている情報を正確かつわかりやすいものにしているNo.8

派遣先の労働者または⼀般の労働者との均等・均衡を考慮した派遣社員の処遇決定の仕組みがあるNo.63

派遣社員が派遣先での円滑な就業に必要と考えられる施設や設備を、派遣先の労働者と同様に利⽤できるよう、
派遣先に依頼している

No.65

派遣先に対して、契約締結時及び定期的に、派遣社員の安全に対する配慮を求め、連携を取っているNo.76



提供が義務付けられている情報を正確かつわかりやすいものにしているNo.8

①労働者派遣事業を⾏う事業所ごとの当該事業に係る派遣労働者の数
②労働者派遣の役務の提供を受けた者（派遣先）の数
③労働者派遣に関する料⾦の額の平均額
④派遣労働者の賃⾦の額の平均額
⑤マージン率＝（③-④）／③％
⑥教育訓練に関する事項
⑦雇⽤安定措置を講じた⼈数
⑧労働者派遣法第３０条の４第１項の協定を締結しているか否かの別
⑨協定対象派遣労働者の範囲及び当該協定の有効期間の終期

（１）提供が義務付けられている以下の情報が掲載されているサイトの画⾯（⼀般に情報提供されているも
の）や書⾯（会社案内・リーフレット等⼀般に頒布するもの）を提⽰する

常時インターネッ
トにより情報提供
され、⽤意に閲覧
できること



派遣先の労働者または⼀般の労働者との均等・均衡を考慮した派遣社員の
処遇決定の仕組みがある

No.63

派遣社員の処遇に関する規定（就業規則、給与規程、賃⾦規定等）を提⽰して、処遇決定にあたって採⽤して
いる⽅式ごとの対象者数と以下について説明する。
１．派遣先均衡均等⽅式の場合
（１）派遣先に待遇に関する情報の提供について依頼している⽂書やメール等を提⽰して説明する
２．派遣元労使協定⽅式を採⽤している場合
（１）労使協定を提⽰し、締結プロセス（派遣社員への協定締結に関しての周知から締結に⾄るまで）と協定
内容について説明する
（２）派遣社員への協定内容についての周知⽅法について説明する



派遣社員が派遣先での円滑な就業に必要と考えられる施設や設備を、
派遣先の労働者と同様に利⽤できるよう、派遣先に依頼しているNo.65

（１）派遣社員が派遣先の労働者が利⽤する福利厚⽣施設や設備を利⽤できるよう派遣先
に依頼していることが分かるもの（依頼書⾯等や派遣契約書等）を提⽰して説明する
（２）派遣先の福利厚⽣施設や設備等の利⽤について派遣社員に通知されていることがわ
かるもの（就業条件明⽰書、労働条件通知書、実際の利⽤記録等）を提⽰して説明する

派遣先は、以下の福利厚⽣施設について派遣会社に情報提供し、派遣労働者に対し
ても利⽤の機会を与えなければならない。（派遣法第40条第３項の福利厚⽣施設）

給⾷施設 休憩室 更⾐室



（１）派遣先の教育研修を派遣社員が受けられるように対応した記録を提⽰し、
その内容について説明する

派遣先は、派遣労働者と同種の業務に従事する派遣先の労働
者に対して業務の遂⾏に必要な能⼒を付与するために実施す
る教育訓練について派遣会社に情報提供しなければならない。

また、派遣元事業主から求めがあったときは、派遣元事業主
が実施可能な場合等を除き、派遣労働者に対してもこれを実
施する等必要な措置を講じなければならない。

（派遣法第40条第２項の教育訓練）

派遣社員に必要な教育研修の機会提供を、派遣先に働きかけているNo.59



派遣先に対して、契約締結時及び定期的に、派遣社員の安全に対する
配慮を求め、連携を取っているNo.76

（１）派遣契約書や「派遣先へのお願い」等の資料で、派遣社員の安全に対する配慮や安全に就業
できる環境の整備、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント等への配慮について派遣先にどのように求
めているのかが分かる資料を提⽰し、その内容について説明する

（２）派遣社員の安全な就業について派遣先と連携した記録を提⽰し、その内容について説明する

感染症対策も安全配慮のひとつとして派遣先に依頼を︕



３．チェックリストについて
（今後の変更⾒込み）



１．改正内容の反映

▼2021年1⽉1⽇施⾏
1. 派遣労働者の雇⼊れ時の説明の義務付け
2. 労働者派遣契約に係る事項の電磁的記録による作成について
3. 派遣先における派遣社員からの苦情の処理について
4. ⽇雇派遣について

▼2021年4⽉1⽇施⾏
5. 雇⽤安定措置に係る派遣社員の希望の聴取等について
6. マージン率等のインターネットでの情報提供について

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施⾏規則
の⼀部を改正する省令」等、省令・指針の改正（10⽉9⽇公布）



雇⼊れ時に説明していることが必要になります。

１．改正内容の反映ー2021年１⽉1⽇施⾏関係

派遣労働者の雇⼊れ時の説明の義務付け
【施⾏規則第25条の14 第2項関係】
派遣会社が実施する教育訓練及び希望者に対して実施するキャリアコンサル
ティングの内容について、派遣社員に対する雇⼊れ時の説明が義務に。
【派遣元指針の第2の5（8）関係】
教育訓練計画の内容やその変更について、派遣労働者に説明を⾏うことが必要。

派遣社員等の仕事に役⽴つ教育研修機会を提供しているNo.58

（１）派遣会社が派遣社員等に直接提供している教育研修が記載された書⾯・画⾯（教育訓練計画・リー
フレット・ホームページ等）を提⽰し、派遣会社に義務付けられている教育訓練計画に加えて、派遣社員
等が実費程度以下の負担で受講できる教育研修も提供していることを説明する



１．改正内容の反映ー2021年4⽉1⽇施⾏関係①
マージン率等のインターネットでの情報提供について
【施⾏規則第18条の2第1項関係】
派遣会社による情報提供の義務がある全ての情報について、インターネット
の利⽤その他の適切な⽅法により情報提供しなければならないこととする。
【派遣元指針第2の16 関係】
派遣元会社による情報提供については、常時インターネットの利⽤により、
広く関係者、とりわけ派遣労働者に必要な情報を提供することを原則とする
こととする。

「事業所への書類の備付け」は削除、原則インターネットでの情報提供が必要に

提供が義務付けられている情報を正確かつわかりやすいものにしているNo.8



１．改正内容の反映ー2021年4⽉1⽇施⾏関係②

雇⽤安定措置に係る派遣社員の希望の聴取等について

【施⾏規則第25 条の2第3項（新設）及び第31条関係】
派遣会社は、雇⽤安定措置を講ずる際、派遣労働者の希望する措置の内容を
聴取しなければならないこととするとともに、その聴取結果を派遣元管理台
帳に記載しなければならないこととする。

派遣社員に対して、派遣元事業主⾃ら雇⽤安定のための対応を⾏っているNo.32

（３）継続して派遣就業することの希望の有無や希望する雇⽤安定措置について、派遣社員から
把握していることの記録を提⽰し、説明する



２．労使協定⽅式に関する留意点
「過半数代表者の適切な選出⼿続
きを〜選出するにあたっての５つ
のポイントをご紹介します〜」よ
り（2020年10⽉21⽇公表）

派遣先の労働者または⼀般の労働者との均等・均衡を考慮した派遣社員の処遇決定の仕組みがあるNo.63

労使協定⽅式の場合、過半数代表の適切な選出⼿続きがとられていること



４．審査⽅法について



審査⽅法の変更

審査機関事務局に
申請書、事前確認票、
誓約書をメール送付

申請 エビデンスの
事前送付・事前確認

訪問審査

オンライン審査事前確認

オンライン審査

オンライン審査の事前練習
（無料）

３密回避、感染予防徹底を︕

審査機関事務局に
エビデンスを事前送付、
審査員が事前確認

オンライン審査を希望す
る場合は必須



新審査⽅法について

■効果
・エビデンスを事前⼊⼿できるので、しっかり確認できた
・当⽇に何を聞くべきか、確認ポイントが明確にできた
・当⽇の審査時間が短縮できた（2.5~4時間）

■課題点
・審査員の準備の負担が増加した
・エビデンスの受け渡し⽅法に苦慮した
・審査に必要な箇所を探しだすのに苦慮した



５．フォローアップ報告について



フォローアップ報告

■対象 2018年度、2019年度 認定取得事業者
■セルフチェック 3⽉提出
■違法な法定時間外労働が無いことの申告書 5⽉提出

各社ご連絡担当者にメールにておしらせします
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